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京都市公共事業評価委員会設置要綱

（目的）

第１条 この要綱は，京都市公共事業評価実施要綱第３条の規定による京都市公共事業評価委員

会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（所掌事務）

第２条 委員会は，次の各号に掲げる事項を所掌する。

⑴ 再評価及び事後評価（以下「評価」という。）の対象となる事業のうちから，各事業を取り

巻く社会状況等を勘案し，審議の対象となる事業を抽出すること。

⑵ 審議の対象となる事業について，本市が実施する評価及びその結果に基づく本市の対応方

針について審議し，市長又は公営企業管理者に対し，意見の具申を行うこと。

（組織）

第３条 委員会は，委員８人以内をもって組織する。

２ 委員は，学識経験のある者，特定事業者その他市長が適当と認める者のうちから，市長が委

嘱する。

（委員の任期）

第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

２ 委員は，再任されることができる。

（委員長及び副委員長）

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

２ 委員長は，委員の互選により定める。

３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。

４ 副委員長は，委員長が指名する。

５ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代理する。

（会議）

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は，委員長が招集する。

２ 委員長は，会議の議長となる。

３ 委員会は，委員の２分の１以上が出席しなければ，会議を開くことができない。

４ 委員会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。

５ 委員会は，調査及び審議を行うため必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意

見の陳述，説明その他の必要な協力を求めることができる。

（緊急時の特例）

第７条 委員長が委員会を招集した場合において，委員の２分の１以上が出席することが困難で

あり，かつ，委員長が緊急に委員会の審議を経ることが委員会の目的達成のために必要と認め

るときは，前条第３項の規定にかかわらず，３分の１を超える出席をもって会議を開くことが

できる。

参考資料３



２

（庶務）

第８条 委員会の庶務は，建設局において処理する。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は，平成１９年６月１日から施行する。

（関係要綱の廃止）

２ 「京都市公共事業再評価委員会設置要綱（平成１０年１２月１５日）」（以下「旧要綱」とい

う。）は廃止する。

（経過措置）

３ この要綱施行の際，旧要綱に規定する委員である者は，この要綱の第３条第２項の規定によ

り委嘱されたものとみなす。この場合において，その委嘱されたものとみなされる者の任期は，

この要綱の第４条第１項の規定にかかわらず，平成２１年３月３１日までとする。


